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  紙推進協ニュース ２０２３年３月３１日 №１１４ 

    紙製容器包装リサイクル推進協議会 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-1-21新虎ノ門実業会館8階 

                            TEL：03-3501-6191  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.kami-suisinkyo.org/ 

                               FAX：03-3501-0203  E ﾒｰﾙ：p@kami-suisinkyo.org 
   

本紙推進協ニュース No.１１４では、[Ⅰ] 公益財団法人 日本容器包装リサイクル

協会（容リ協）紙容器事業情報、[Ⅱ] ２０２２年度第３回理事会報告（３／１６）、

[Ⅲ] 容リ関連動向、成長志向型の資源自律経済の確立についてお届けいたします。 

 

[Ⅰ] 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会（容リ協）紙容器事業情報 

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会の２０２２年度再商品化見通し等報告会は、３月２日に開催され

ました。本報告会は４素材を総括し、Ｗｅｂ併用にて行われました（資料１参照）。 

 ＜２０２２年度 再商品化見通し等報告会＞の資料による紙容器事業に関する内容 

１ ２０２２年度 再商品化実績見通し 

  ・市町村からの引き取り見込量は 20,058トンとなりました（前年度実績 20,131トン、前年度比（99.6％）。 

  ・再商品化製品販売見込量は、製紙原料 18,702トン（94.2％）、材料リサイクル177トン（0.9％）、固形燃 

料980トン（4.9％）、合計19,859トンとなり、前年度より205トン増加（前年度比101.0％）しました。 

・コロナ禍での国内古紙の減少およびウクライナ問題による世界的古紙不足等により、国内在庫は逼迫する 

 状況となり、製紙メーカーは安定調達と生産調整に動いています。このような状況下で名古屋市をはじめ 

 独自処理へ移行する市町村が散見され、今後の動向に注目が必要となっていますが、紙製容器包装の引き 

 取りならびに製紙原料向け・材料リサイクル向け・固形燃料化向け販売は問題なく実施される見込みです。 

２ ２０２２年度 紙製容器包装収支見込（余剰精算金見込） 

＜余剰精算金見込について＞ 

２０２２年度は合理化拠出金は発生しなかったため、再商品化実施委託料金のみでの計算となり、余剰清

算見込額は約1.93億円となり、再商品化実施委託料金ベースの余剰金精算率は約35.4％となる見込 

３ ２０２３年度 落札結果 

  ・市町村の申込量14,508トン（前年度比72.1％）となり前年度から5,627トン減少しました。これは主に、 

   名古屋市が紙単体紙製容器包装を容リルートから雑がみに回収対象を拡大し独自処理に変更したためです。 

  ・入札参加事業者数は43社（前年度43社）で、市町村の申込数は143（前年度 145社）で 2減少しました。 

  ・落札加重平均単価は-2,485円/トン（前年度-2,805円/トン）となり、前年度より 320円/トン逆有償化が 

   進みました。従来からの名古屋市の紙単体紙製容器包装の有償分が独自処理に移行したため、容リルート 

   に残った複合紙製容器包装の逆有償分が相殺されず影響を大きく受け下記のとおりとなった。 

   うち：逆有償落札平均13,886円/トン（前年度8,365円/トン） 

逆有償落札量4,479トン 全落札量の30.9％（前年度5,770トン 全落札量の 28.7％） 

   うち：有償落札平均 -9,797円/トン（前年度 -7,292円/トン） 

      有償落札量10,029トン 全落札量の69.1％（前年度 14,365トン 全落札量の 71.3％） 

・再商品化事業者への支払いは、逆有償分の落札単価の大幅上昇により62,195千円と昨年より増加する見込 

（前年度48,266千円）。 



2 

 

  ・有償入札による再商品化事業者からの容リ協への委託収入は約 98,254千円と見込まれ、消費税控除後の 

金額が有償で落札した保管施設の市町村に拠出されます。 

 

 [Ⅱ] ２０２２年度第３回理事会報告（３／１６） 
 新型コロナウイルス感染症の影響は落ち着きつつあり５月より５類への移行が決定しましたが、引き続き 

Ｗｅｂ併用での開催とし、１．２０２２年度活動報告ならびに収支決算見込報告、２．２０２３年度活動計 

画ならびに収支予算案、３．新会員募集／ご加入のお願いについて（継続）、４．紙製容器包装の軽量化実態 

調査（原単位）、５．容リ制度見直しの関連動向について説明しました。 

※来年度は役員交代の年ではありませんが、役員交代を予定されている方には早めの変更届を提出して

いただくようお願いしました。 

１ ２０２２年度の活動報告ならびに収支決算見込報告 

１－１．自主行動計画２０２５フォローアップ報告（２０２１年度実績） 

１）リデュースの推進：１８．８％削減（包装用紙・紙器用板紙の国内出荷量） 

２）リサイクルの推進：回収率２３．６％ 

 １－２．容器包装リサイクル制度見直しに向けた取り組み及び関連動向 ＜容リ法改正対策委員会＞ 

  １）「プラスチック資源循環促進法」及び「施行令等」施行 

   ・「プラスチック資源循環促進法」及び「施行令等」が2022年4月に施行され、容リ協の活用には紙製 

  容器包装をはじめ他素材への影響を防ぐため、「ＰＥＴボトルを除く」と省令に明記していただきまし 

    た。「基本的な方針」の告示では、「再生可能資源（紙、バイオマスプラスチック等）に適切に切り替 

    え」と「紙」について明確に位置付けていただきプラからの「紙化」が注目されるようになりました。 

  ２）容リ協の製品プラ「再商品化業務規程」の制定 

   ・当推進協議会等の容リ協理事会での主張により、「プラ法」における容リ協活用において、容リ法によ 

    る「定款」や「再商品化業務規程」改訂に続き、製品プラ等の再商品化についても「プラ法」に「再 

    商品化業務規程」を設ける定めは無いが、プラスチック容器包装と同様に規程を定めることで適正か 

    つ確実な実施を確保する必要があるとの意見を受け、「製品プラ等に関する再商品化業務規程」につい   

    て10月21日の容リ協理事会で審議、12月13日の臨時評議員会で制定されました。 

  ３）紙製容器包装の「容器包装リサイクル制度の見直しに向けた提言」更新 

   ・前回の合同審議会で紙製容器包装の紙単体と複合品の区別表示を設定することを提言、「容器包装リサ 

    イクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」における分別排出の考えられる施策の例として、 

    「紙製容器包装の回収量の拡大の観点からの識別表示の検討を引き続き行うべきである」と取り上げ 

    られており、次回容リ制度見直しに向け 2022年3月の第3回理事会にて「プラ法」等を加味して再改 

    訂したものを2022年11月16日の第2回理事会で更新しました。 

  ４）「成長志向型の資源自律経済デザイン研究会」「資源自律経済戦略企画室」設置 

   ・経済産業省において、「成長志向型の資源自律経済戦略」の策定に向けて10月に「成長志向型の資源 

    自律経済デザイン研究会」及び「資源自律経済戦略企画室」が設置され、当推進協議会も12月から 

    1月にかけて3回にわたり意見交換を行い、上記「提言」を含め論点整理や課題について討議しました。 

  ５）ＣＬＯＭＡ（クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス）の取り組み 

   ・ＣＬＯＭＡ Key action 5の紙・セルロース素材の開発・利用におけるテーマ 2の未利用の紙系廃棄物、 

    複合素材廃棄物のリサイクルを中心に取り組みました。 
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  ６）名古屋市の「紙単体紙製容器包装」再商品化の容リルート離脱発表 

   ・容リルート最大で全体の約１／３を占める名古屋市が2023年度より有価で製紙原料向けの「紙単体紙 

    製容器包装」を容リルートから離脱し紙小物を含む「雑がみ」に回収対象を拡大して古紙ルートに変 

    更、逆有償でＲＰＦ等の固形燃料に再商品化する「複合紙製容器包装」のみ引き続き容リルートでの 

    回収を継続することを発表しました。容リルートは大幅に減少する見込です。 

  ７）中国の廃棄物輸入規制の動き 

   ・紙製容器包装あるいは雑がみを含む「その他古紙」が、2018年1月より中国への輸出が禁止となり、 

    2021年1月から更に、段ボールをはじめとした古紙全般も輸出禁止となりました。古紙相場の低迷が 

    懸念されましたが現在は高値推移しています。 

１－３．紙製容器包装の調査活動 

  １）新型コロナウイルス感染症禍の影響 

２）市町村のヒアリング調査及び組成分析調査 ＜技術委員会＞ 

    ・紙製容器包装を容リルートで回収している千葉県佐倉市、愛知県名古屋市、古紙ルートで「雑がみ」

として分別収集している東京都立川市でヒアリング調査を実施し情報交換をしました。 

３）紙製容器包装の軽量化実態調査（原単位） ＜技術委員会＞ 

４）紙製容器包装のマテリアルフロー（2021年度）の作成 ＜技術委員会＞ 

５）市町村回収量アンケート調査 ＜総務委員会＞ 

・市町村の回収量アンケート調査を人口１０万人以上の２９５市区対象に実施、２９１市区より回答を

得ました。ご協力いただいた市町村に調査集計報告と「３Ｒ改善事例集第１６版」を送付、紙製容器

包装の回収促進と、今後の調査へのご協力をお願いしました。 

１－４．３Ｒ推進のための広報・啓発 ＜総務委員会＞ 

  １）「３Ｒ改善事例集第１６版」の発行 

  ２）「エコプロ２０２２」出展（１２月７日－９日）東京ビッグサイト 

１－５．３Ｒ推進団体連絡会における取り組み（自主行動計画と主体間連携の推進） 

  １）自主行動計画フォローアップ報告 （１２月１４日：経団連会館） 

３Ｒ推進団体連絡会の幹事長としてフォローアップ報告（報道関係者３１名） 

  ２）主体間連携の推進 

・「容器包装３Ｒ推進フォーラム」(１月２３日：墨田区，録画配信併用) 

・意見交換会「容器包装３Ｒ交流セミナー」（青森・奈良・鹿児島市）開催 

・３Ｒ市民リーダー育成プログラム 

・展示会への出展：副幹事として「エコプロ２０２２」に出展 

１－６．会員への情報提供 

  １）紙推進協ニュース（No.１１１～１１４）の発行やメールの発信 

２）「３Ｒ改善事例集第１６版」を全会員に送付 

３）ホームページの充実 

 １－７．２０２２年度収支決算見込報告 

   ・全体の収支計算見込としては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響がまだまだ残っており、年３回実

施していた組成分析調査を２０２３年３月にようやく３年ぶりに再開できましたが、総会の懇親会など

一部の活動を中止したことや会員の入会もあり黒字の見込みとなりました。 
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２ ２０２３年度活動計画ならびに収支予算案 

２－１．企画・運営 ＜運営幹事会＞ 

当推進協議会活動全体の企画・運営体制の強化を図ります。 

２－２．容器包装リサイクル制度の見直しに向けた取り組み ＜容リ法改正対策委員会＞ 

  １）自主行動計画２０２５のフォローアップ報告（2022年度実績） 

   ・第４次自主行動計画である自主行動計画２０２５（2021～2025年度）２年目（2022年度）のフォロー 

    アップ報告を経団連とともに 12月に記者発表します。目標達成度の分析・評価を行い、関連各主体に 

    情報を提供し、自主行動計画２０２５の達成に向けた課題を整理します。 

  ２）容リ制度見直しの開始に対応し「提言」実現に向けた取り組み 

   ・経済産業省・環境省による合同審議会において取りまとめられた「容器包装リサイクル制度の施行状 

    況の評価・検討に関する報告書」及び「プラスチック資源循環促進法」に対応して、当推進協議会の 

    改訂した「提言」の実現に向けて取り組むとともに次回の容リ制度見直しの開始に向け、審議会のヒ 

    アリングに対応できるよう意見交換を進めます。 

  ３）「プラスチック資源循環促進法」に対応する取り組み 

   ・2022年4月に施行された「プラスチック資源循環促進法」及び「施行令等」に対応し、容リ協の活用 

    にあたり、役割分担・費用分担の見直しや特定事業者の費用負担増につながらないようにするため、 

    容リ協にコンプライアンスの影響や費用負担を及ぼさないように「定款」や「再商品化業務規程」の 

    改訂及び「製品プラ等に関する再商品化業務規程」の整備等を進めてきており、2023年度からの実際 

    の開始にあたり問題が発生しないよう容リ協の役員として引き続き検証をしていきます。 

  ４）ＣＬＯＭＡの取り組み 

   ・「プラスチック資源循環促進法」の「基本的な方針」の告示でプラスチックを「再生可能性の観点から 

    再生プラスチックや再生可能資源（紙、バイオマスプラスチック等）に適切に切り替え、」と「紙」に 

    ついて明確に位置付けられ、ＣＬＯＭＡ（クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス）の取 

    り組みとして、Key action 5の紙・セルロース素材の開発・利用におけるテーマ 1で当推進協議会「提 

    言」の紙識別マークの区分について討議、テーマ 2の未利用の紙系廃棄物、複合素材廃棄物のリサイ 

    クルについて取り組みます。 

２－３．紙製容器包装の調査活動 

  １）容リ法改正対策委員会・総務委員会・技術委員会活動報告のまとめ 

  ２）市町村のヒアリング調査及び組成分析調査 ＜技術委員会＞ 

  ３）紙製容器包装のマテリアルフロー(2022年度)の作成 ＜技術委員会＞ 

４）市町村回収量アンケート調査 ＜総務委員会＞ 

 ２－４．３Ｒ推進のための広報・啓発 ＜総務委員会＞ 

   １）「３Ｒ改善事例集第１７版」の発行 

   ２）展示会への出展 

   ３）会員への情報提供 

 ２－５．３Ｒ推進団体連絡会における取り組み（自主行動計画と主体間連携の推進） 

第４次自主行動計画である自主行動計画２０２５（2021～2025 年度）の２年目（2022 年度）の成果を、

12月経団連とともにフォローアップ報告として記者発表、３Ｒ推進団体連絡会としてまとまって取り組 

みます。 
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主体間の連携を推進するために、①３Ｒ推進フォーラム、②３Ｒ交流セミナー、③３Ｒ市民リーダー育

成、④「エコプロ２０２３」に出展等を実施します。 

 ２－６．２０２３年度予算案 

   ２０２３年度に向け引き続き財政は大変厳しいが、新型コロナウイルス感染症禍の影響から脱した完全

に通常な活動を再開することを前提とした予算の計上としています。 

３ 新会員募集／ご加入のお願いについて（継続） 

  ・当推進協議会は各業界団体・企業の並立したご協力により発足した経緯を説明し、トーイン株式会社様に 

   入会していただいたこと及び新会員募集活動について御協力のお願いと会員候補の説明をしました。 

４ 紙製容器包装の軽量化実態調査（原単位） 

  ・過去２回（2011年度、2017年度）実施した紙製容器包装に使用されるコートボールの坪量軽量化の実態調 

   査に引き続き、2018年度・2020年度の調査を実施、2004年度～2020年度の調査結果を報告しました。 

５ 容リ制度見直しの関連動向 

  ・経済産業省資源循環経済課より「成長志向型の資源自律経済戦略」の策定に向けて３回にわたり意見交換

を行ったこと及び容リ協「令和 4年度再商品化見通し等報告会」（2023年3月2日）について説明しました。 

  ※日本容器包装リサイクル協会の令和 4年度再商品化事業者説明会資料（紙製容器包装） 

    https://www.jcpra.or.jp/recycle/explanation/tabid/1157/index.php#Tab1157 

 

活動報告、決算見込報告、活動計画、予算案等議題について異議無く了承されました。 

 

 [Ⅲ] 容リ法関連動向、成長志向型の資源自律経済の確立 

１ 成長志向型の資源自律経済デザイン研究会及び資源自律経済戦略企画室について 

  ・経済産業政策の新機軸の一つである「成長志向型の資源自律経済の確立」の戦略の策定に向け、具現化 

   を行なう「成長志向型の資源自律経済デザイン研究会」（以下「研究会」という。）及び「資源自律経済 

   戦略企画室」が、昨年１０月３日に立ち上げられ、１２月１５日の第３回までの「研究会」で開催要領 

   から有識者によるプレゼンテーションが行われました。 

  ・その後、第４回（１２月２７日）、第５回（２月１３日）とプレゼンテーションが行われ、２月２７日の  

   第６回「研究会」で、「成長志向型の資源自律経済戦略」の骨子案が示されました。 

  ・「成長志向型の資源自律経済戦略」の策定に向けて、経済産業省より計３回にわたりヒアリングを受け、 

   紙製容器包装の「容器包装リサイクル制度の見直しに向けた提言」を含め論点整理や課題について意見 

   交換をしました。 

２ 「第六次環境基本計画に向けた基本的事項に関する検討会」及び「第六次環境基本計画に向けた将来にわたっ 

  て質の高い生活をもたらす『新たな成長』に関する検討会」の開催について 

  ・環境省の「第六次環境基本計画」の策定に向けた「検討会」は、第１回（昨年１２月１４日）、第２回 

   （１月１６日）、第３回（２月１３日）と有識者のヒアリング等を実施しています。 

 

 推進協ニュース別添資料 

  ・資料１ ｢令和４年度 再商品化見通し等報告会｣（抜粋） 

  ・資料２ 「成長志向型の資源自律経済戦略」骨子案 

－以上－ 




























